
　　Ⅱ、市営住宅における諸課題について
　公営住宅法第1条に「国及び地方公共団体が協力して、健康で文化的な生活を営むに足りる住宅を整備し、これを住宅に困窮する低所得者に対して低廉な家賃で賃貸し、または転貸することにより、国民生活の安定と社会福祉の増進に寄与することを目的とする」と定められています。この理念に基づき、いわゆる福祉の側面を持った事業として現在、市営住宅が運営されています。本市の市営住宅でいうと平成24年10月1日現在、計4139戸（豊橋市の場合）が管理されています。

　その一方で申し込み状況をみますと平成23年度では685人の申し込み者のうち入居できたのは172人で、各住宅の入居率に差はあるものの、入居率は25．1％となっております。また入居期間で見ますと20年を超える世帯が3割を超えるなど、いったん入居すると定住するケースが多く、依然として申し込んでもなかなか入居が叶わない現状にもあります（豊橋市の場合）。

　また高齢化社会が進み、核家族化さらには地域コミュニティが希薄化する現在、単身高齢者や高齢者のみの世帯が増え、地域から孤立した状態で高齢者が死亡すること、いわゆる孤独死が社会問題となっています。老人の孤独死の定義や統計については正確なデータはありませんが、65歳以上の高齢者で誰にもみとられずに亡くなっていく方は全国で年間15，000人を超えるともいわれています。この問題は、我がまちの市営住宅も例外でなく、平成23年には60歳以上単身者の孤独死が6件（豊橋市の場合）あったということです。

　また住宅入居者の年齢構成をみますと、65歳以上の高齢者は1897人、高齢化率では21％と本市全体の高齢化率よりも高く、住宅別でいえば60％を超えているところもある現状にあります。今後様々な要因から一層深刻化することが予想され、早急な防止策や緊急時に対する対応策が求められています。

　豊橋市住宅マスタープランによると、市営住宅の構造別では、耐火構造が最も多く、3923戸の94．8％となっています。また建設時期をみますと新耐震基準前、すなわち昭和56年以前に建設された住宅戸数が2489戸、割合でいけば60．1％を占める状況にあります。特に高度経済成長期と重なる46年から56年までの建設戸数が1690戸と飛びぬけて多く、さらには平成23年度末において建て替え対象とされる耐用年数の2分の1を超える住宅が1794戸、実に43．2％となっている現状にあります。

　この現状から今後維持管理が難しくなり、一方で大変厳しい経済状況と高齢化が進む中、バリアフリー化や入居率等を考えると、ある程度の戸数は確保しなければならず、随時建て替えがされていくものの維持費については今後大きな問題となることが懸念されます。

（1）公営住宅法に基づく市営住宅としての位置づけについて

（2）市営住宅における孤独死等、緊急時に対する認識と対応について

（3）市営住宅の今後の維持管理について

【考えられる展開」

（1）住宅セーフティネットであるはずの公営住宅法に基づく市営住宅への入居が「当たれば恩恵にあずかることができる抽選によって入居が決まるということについて、真に住宅に困窮している人に対して、また福祉の面からも平等性に欠けるのではないか。また特定目的住宅（高齢者、障害者、ひとり親、２世帯、多家族など）の枠の拡大も必要

（2）マニュアルの整備、情報の共有化やＮＰＯや民間団体との連携したモデル事業などソフト施策の充実。ハード面では緊急通報システムを導入したバリアフリーの高齢者住宅にならった整備の促進などが考えられる。

（3）現状の住宅の延命化、集約化には戸数が減少する中で公営住宅の目的が果たせなくなる。民間賃貸し住宅の空き家対策の観点から民間住宅の借り上げを検討すべきでないか。
